
 

摂津市公告第７号          

  

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６及び摂津市財務規則（昭

和５４年摂津市規則第１４号）第８１条の規定に基づき、制限付一般競争入札について、

次のとおり公告する。 

 

平成２９年４月６日 

 

摂津市長 森 山 一 正 

 

記 

 

１．案件番号  第１号 

 

２．工 事 名   摂津市旧味舌小学校校舎解体等工事 

 

３．工事場所  摂津市正雀１－１－１ 

 

４．予定工期  平成２９年 ６月（議会議決日の翌日）から 

        平成３０年 ９月２９日 まで 

 

５．工事概要  建築一式工事 

（電気設備工事、機械設備工事、アスベスト除去工事含む） 

 

解体工事 

３ 階 棟：ＲＣ造 ３階建て 延床面積 1,927.86㎡ 

４ 階 棟：ＲＣ造 ４階建て 延床面積 1,469.62㎡ 

給 食 棟：ＲＣ造 ３階建て 延床面積  333.00㎡ 

屋内運動場：ＲＣ造 ２階建て 延床面積  691.53㎡ 

渡 り廊 下：鉄骨造 ３階建て 延床面積  119.50㎡ 

木造校舎棟：木 造 平屋建て 延床面積  176.22㎡ 

                   計 4,717.70㎡ 

 

外構工事 一式 

土工事 

遊具等撤去工事 



その他構造物撤去工事 

雨水排水工事 

囲障工事 

 

土木工事 一式 

舗装工事 

雨水排水工事 

下水道工事 

電気工事 

 

その他工事 一式 

その他工事 

近隣対策工事 

 

６．入札参加資格要件 

    制限付一般競争入札に参加するためには、以下の要件をすべて満たしている特定

建設工事共同企業体であること。 

 （１）共同企業体の構成員は、以下の要件をすべて満たしていること。 

   ① 本市の建設工事競争入札参加資格者名簿に登載されていること。 

   ② 本市の競争入札参加資格者名簿に第１希望又は第２希望を「建築」で登録して

いること。 

③ 本市に本社・本店を置く事業者にあっては、平成２９～３２年度の本市におけ

る競争入札参加資格者名簿による建築一式の換算数値が６５０点以上（Ｃランク

以上）、本市に支社・支店・営業所等を置く事業者及び市外事業者にあっては、当

該入札参加申込時において有効な経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書

の建築一式の総合評定値が１２５０点以上（Ａランク）のもの。 

※当該入札参加申込時において、経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書の

有効期間が終了していないこと。 

④ 共同企業体のすべての構成員は、建築一式工事で建設業法第３条第６項の規定

に基づく特定建設業の許可を受けていること。 

⑤ 本市に本社・本店を置く事業者にあっては、平成２９～３２年度の本市におけ

る競争入札参加資格者名簿による土木一式の換算数値（競争入札参加資格者名簿

に「土木」で登録していない場合は、当該入札参加申込時において有効な経営規

模等評価結果通知書・総合評定値通知書の土木一式の総合評定値）が６００点以

上（Ｄランク以上）、本市に支社・支店・営業所等を置く事業者及び市外事業者に

あっては、当該入札参加申込時において有効な経営規模等評価結果通知書・総合

評定値通知書の土木一式の総合評定値が６００点以上（Ｄランク以上）のもの。 



※当該入札参加申込時において、経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書の

有効期間が終了していないこと。 

⑥ 共同企業体のすべての構成員は、土木一式工事で建設業法第３条第６項の規定

に基づく一般建設業又は特定建設業の許可を受けていること。 

⑦ 本市に本社・本店を置く事業者にあっては、当該制限付一般競争入札参加申込

時において、手持ち工事の件数が１件以下のもの。（手持ち工事とは、本市（上下

水道部を含む）と制限付一般競争入札（事後審査型一般競争入札を含む）により

契約した工事（契約手続中のものを含む）で、完成検査の完了していない工事を

いう。） 

     なお、手持ち工事の件数がないものは、入札参加できる件数は、２件（ただし、

第２希望業種は１件）とし、手持ち工事の件数が１件のものは、入札参加できる

件数は１件とする。 

   ⑧ 公告の日から入札の日までの間に、本市の競争入札参加に係る指名停止の措置

期間中でないこと。 

⑨ 公告の日から入札の日までの間に、建設業法に係る処分中でないこと。  

⑩ 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しないものであること。 

⑪ 次のア又はイのいずれかに該当する場合は、参加することができない。 

ア 会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第３号に規定する子会社（以下「子

会社」という。）と同条第４号に規定する親会社（以下「親会社」という。）の関

係にある場合又は親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合。 

イ 一方の会社の役員が他方の会社の役員を現に兼ねている関係にある場合又は

一方の会社の役員が他方の会社の役員を現に兼ねている関係にある場合又は一方

の会社の役員が他方の会社の会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第６７条

第１項又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第６４条第２項の規定によ

り選任された管財人を現に兼ねている関係にある場合のいずれかに該当する場合。 

⑫ 次の各号のいずれにも該当しないものであること。 

ア 破産法（平成１６年法律７５号）第１８条又は第１９条の規定に基づく破産

の申立てがなされているもの。 

イ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定に基づく再生手続

の申立てがなされているもの。 

ウ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定に基づく更生手続

きの申立てがなされているもの。 

 

（２）共同企業体の結成に当たっては、以下の条件をすべて満たしていること。ただし、

各構成員は２以上の共同企業体の構成員となることはできない。 

   ① １共同企業体の構成員数は、市内事業者と準市内事業者１社又は市外事業者１

社の計２社であること。 



   ② １構成員当たりの出資比率は２０％以上であること。 

   ③ 共同企業体の代表者は、経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書の建築

一式の総合評定値が１２５０点以上（Ａランク）のものとし、その出資比率は、

他の構成員の出資比率を下回らないこと。 

   ④ 共同企業体の経営形態は、共同施工方式（甲型）によるものであること。 

   ⑤ 本工事における技術者については、次の各号を満たすこと。 

ア 建築工事の技術者として、構成員の代表者から専任の監理技術者を、他の構

成員から国家資格又は国土交通大臣からの同等以上の能力を有するものとする認

定書を有する専任の監理技術者又は主任技術者を配置すること。 

イ 土木工事の技術者として、構成員の代表者及び他の構成員から、国家資格又

は国土交通大臣からの同等以上の能力を有するものとする認定書を有する監理技

術者又は主任技術者を配置すること。 

 

（３）複数落札の制限について 

     当該、制限付一般競争入札の落札者となった場合は、その時点で、申し込んだ

同一開札日の他の制限付一般競争入札の参加資格を失うものとする。 

 

７．入札参加申込時提出書類 

①  制限付一般競争入札参加申込書及び委任状 

②  経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書の直近の写し 

③  本工事に配置を予定する技術者調書 

現場代理人、監理技術者及び監理技術者等の資格者証（監理技術者資格者証、指

定講習に係る監理技術者講習修了証及び国家資格証明証又は国土交通大臣認定

書の写し）及び当該事業所と直接かつ恒常的な雇用関係（３か月以上）が確認で

きる書類（健康保険被保険者証等）の写し 

④  特定建設工事共同企業体協定書 

 

８．入札参加申込書 受付期間・場所 

     平成２９年４月２４日（月）及び 平成２９年４月２５日（火）（締切日） 

午前９時から午後５時まで 

     摂津市 総務部 財政課 （摂津市役所 本館 2階） 

 

９．入札参加資格者公表  

平成２９年４月２８日（金） 午前１０時から 

     摂津市 総務部 財政課内掲示板（受付番号のみ） 

 

 



１０．入札会日時及び場所 

     平成２９年５月２９日（月） 午前１０時から 

     摂津市役所 西別館２階 第７会議室 

 

１１．無効となる入札事項 

     摂津市財務規則第８７条に該当する入札を行ったもの。 

 

１２．入札保証金 

     必要 

     摂津市財務規則第８３条から第８５条に定めるとおりとする。 

 

１３．最低制限価格 

     地方自治法施行令第１６７条の第１０第２項の規定に基づき、最低制限価格を

設ける。 

 

１４．入札回数 

     １回 

 

１５．入札の中止 

     入札に参加する事業者が２ＪＶに満たない場合は入札を中止する。 

 

 

 

 

 

 

 

 


